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として，対人交渉方略（Interpersonal Negotiation Strategy：以下 INS）がある。これは認知的な側面から対人葛藤場
面をどのように認識し，行動を実行するかといった問題解決行動を捉えたモデルであり，社会的情報処理と認知発達的
なアプローチを統合したモデルとして提唱された（Yeates & Selman，1989）。 











 日本では1990 年代以降，この INS モデルを用いた研究が多く行われてきた。金城・梅本（1991）は INS モデルが日






している。両場面ともに対人交渉相手は親しい友人であった。分析には INS モデルの発達レベルをそのまま INS 得点と









ミ捨てを嫌がっており，片方がもう一方にゴミ捨てを押し付ける」という理不尽な状況を提示し，4 つの INS ステップ
について回答させた。その後に，そこで出た「方略の選択」ステップの中で参加者が一番良いと思う方略を行ったと想






































































上がっていくにつれて INSモデルの発達レベルが上がることが明らかになっている。そこで，仮説 1 では学年の上昇に
よって INS 得点が高くなっていくといった先行研究での結果について確認していく。また，本研究では INS の発達レベ
ルには感情コンピテンスが影響していると考える。そのため，仮説2 として感情コンピテンスが低い子どもよりも感情
コンピテンスが高い子どもの方が INS 得点が高いということを明らかにする。 
 
方 法 
参加者 首都圏の公立小学校3 校の3 年生から6年生合計684 名（男子359 名，女子325 名）。最終的には記入漏れや
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（��1,398� � ���3, �� ��）すなわち，感情コンピテンスや性別，場面による影響はみられなかった。それに対して，「方
略の産出」ステップでは感情コンピテンスで有意傾向がみられ（��1,398� � 3���, � � �1�），場面の主効果は有意であ











レベル０ レベル１ レベル２ レベル３ レベル０ レベル１ レベル２ レベル３
3年 （n=79）  3 （3.7％） 71（89.8％）  5 （6.3％）  0 （0％）  2 （2.5％）  73 （92.4％）  4（5.0％）  0 （0％）
4年 （n=94）  7 （7.4％） 72（76.5％） 10（10.6％）  5 （5.3％）  3 （3.1％）  78 （82.9％） 13（13.8％）  0 （0％）
5年 （n=113）  9 （7.96％） 91（80.5％） 11（9.7％）  2 （1.7％）  2 （1.7％）  99（87.6％） 12 （10.6％）  0 （0％）
6年 （n=116）  9（7.7％） 94（81.0％)  9 （7.7％）  4 （3.4％）  3 （2.5％）  95（87.6％） 15 （12.9％）  3 （2.5％）
3年 （n=79）  6（7.5％） 33（41.7％） 32（40.5％）  8 （10.1％） 18 （22.7％）  34 （43.0％） 26（32.9％）  1 （1.2％）
4年 （n=94） 11（11.7％） 40（42.5％） 36（38.2％）  7 （7.4％） 12（12.7％）  38 （40.4％） 42（44.6％）  2 （2.1％）
5年 （n=113） 20（17.6％） 42（37.1％） 43（38.0％）  8 （7.0％） 10（8.8％）  55 （48.6％） 48（42.4％）  0 （0％）
6年 （n=116） 16（13.2％） 54（46.5％） 38（32.7％）  8 （6.8％） 17（14.6％）  41 （35.3％） 57（49.1％）  1 （.8％）
3年 （n=79）  9（11.3％） 19（24.0％） 48（60.7％）  3 （3.7％） 15 （18.9％）  29 （36.7％） 34（43.0％）  1 （1.2％）
4年 （n=94） 13（13.8％） 19（20.2％） 58（61.7％）  4 （4.2％） 14 （14.8％）  25 （26.5％） 54（57.4％）  1 （1.0％）
5年 （n=113） 19（16.8％） 27（23.8％） 59（52.2％）  8 （7.0％） 12（10.6％）  29 （25.6％） 70（61.9％）  2 （1.7％）
6年 （n=116） 17（14.6％） 39（33.6％） 54（46.5％）  6 （5.1％） 17（14.6％）  31 （26.7％） 67（57.7％）  1 （.8％）
3年 （n=79）  8 （10.1％） 39（49.3％） 31（39.2％）  1 （1.2％）  4 （5.0％）  53 （67.0％） 20（25.3％）  2 （2.5％）
4年 （n=94） 11（11.7％） 55（58.5％） 26（27.6％）  2 （2.1％）  2 （2.1％）  67 （71.2％） 24（25.5％）  1 （1.0％）
5年 （n=113） 10（8.8％） 59（52.2％） 40（35.3％）  4 （3.5％）  5 （4.4％）  71 （62.8％） 36（31.8％）  1 （.8％）



























Table 1 対人交渉方略の発達レベル（渡辺・鈴木，2015） 



































































Table 2 各ステップにおける度数 
62
おいて発達レベルが高いということが分かった。また，感情コンピテンスの高群と低群でINS得点に差があるというこ
とが考えられる。「方略の選択」ステップにおいても有意差はみられなかった（��1,398� � ��3�, �� ��）。つまり，「方略
の選択」ステップでは「問題の定義」ステップと同様に感情コンピテンスや性別，場面による影響はみられなかった。













レベル０ レベル１ レベル２ レベル３ レベル０ レベル１ レベル２ レベル３
3年 （n=79）  3 （3.7％） 71（89.8％）  5 （6.3％）  0 （0％）  2 （2.5％）  73 （92.4％）  4（5.0％）  0 （0％）
4年 （n=94）  7 （7.4％） 72（76.5％） 10（10.6％）  5 （5.3％）  3 （3.1％）  78 （82.9％） 13（13.8％）  0 （0％）
5年 （n=113）  9 （7.96％） 91（80.5％） 11（9.7％）  2 （1.7％）  2 （1.7％）  99（87.6％） 12 （10.6％）  0 （0％）
6年 （n=116）  9（7.7％） 94（81.0％)  9 （7.7％）  4 （3.4％）  3 （2.5％）  95（87.6％） 15 （12.9％）  3 （2.5％）
3年 （n=79）  6（7.5％） 33（41.7％） 32（40.5％）  8 （10.1％） 18 （22.7％）  34 （43.0％） 26（32.9％）  1 （1.2％）
4年 （n=94） 11（11.7％） 40（42.5％） 36（38.2％）  7 （7.4％） 12（12.7％）  38 （40.4％） 42（44.6％）  2 （2.1％）
5年 （n=113） 20（17.6％） 42（37.1％） 43（38.0％）  8 （7.0％） 10（8.8％）  55 （48.6％） 48（42.4％）  0 （0％）
6年 （n=116） 16（13.2％） 54（46.5％） 38（32.7％）  8 （6.8％） 17（14.6％）  41 （35.3％） 57（49.1％）  1 （.8％）
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4年 （n=94） 13（13.8％） 19（20.2％） 58（61.7％）  4 （4.2％） 14 （14.8％）  25 （26.5％） 54（57.4％）  1 （1.0％）
5年 （n=113） 19（16.8％） 27（23.8％） 59（52.2％）  8 （7.0％） 12（10.6％）  29 （25.6％） 70（61.9％）  2 （1.7％）
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Table 1 対人交渉方略の発達レベル（渡辺・鈴木，2015） 



































































Table 2 各ステップにおける度数 
  
 






















































低群 高群 低群 高群 低群 高群 低群 高群
男
女
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